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一
　
弁護士懲戒制度の改革
（平成一五年の弁護士法改正）
弁護士の懲戒制度は、弁護士法第八章に詳細に規定されている。第五六条から第七一条の七まで四二箇条の条文が
置かれ、 各条の規定も長文のものが少なくない。平成一五年の弁護士法改正前一八箇条であった同法第八章の条文は、同年の改正により条数にして二倍以上に増加したことになる。以下、本稿において、特にことわりなく「法」という
七一六
ときは弁護士法を指す。
平成一五年の法第八章の大改正が行われたのは、平成一一年七月、内閣の下に司法制度改革審議会が設置され、同
審議会の意見書が平成一三年六月にまとめられたことに発している。審議会意見書による提言を受け、内閣の下に司法制度改革推進本部 設置され、検討会における議論・検討を経 、弁護士法の一部改正として平成一五年の法改正により確定した。このとき法の 部改正により、弁護士資格の特例
（五条から五条の六まで）
、弁護士の営利業務の届
出等
（三〇条）
、弁護士会会則の法定事項の内容
（三三条）
についても一部改正された。弁護士制度改革の一環として
行われた平成一五年の法改正は、懲戒制度の を中心 す ものであった
）（
（
。
改正法による弁護士の懲戒制度は、従前の制度に比して次のような特徴をもっている。
第一
　
懲戒に関する調査及び審査は、従来、単位弁護士会の綱紀委員会、単位弁護士会の懲戒委員会、日弁連懲戒委
員会の三段階の手続で行われた。日弁連綱紀委員会は、同一案件で二つ以上の単位弁護士会の弁護士の懲戒手続を行うような場合に調査を行う機関と位置づけられていたが、弁護士法 定められた機関ではなかった。改正法では、単位弁護士会の綱紀委員会、単位弁護士会の懲戒委員会、日 連綱紀委員会、日弁連懲戒委員会、日弁連綱紀審査会の五つの機関が調査及び審査を行うようになった。
懲戒請求された事案について行われる綱紀手続は、単位弁護士会の綱紀委員会でまず調査がさ 、懲戒委員会の審
査に付することが相当と判断された場合、単位弁護士会の懲戒委員会の審査に付され、単位 護士会の懲戒委員審査の結果に不服がある者は日弁連懲戒委員会に審査を求め、 日弁連懲戒委員会の審査に付される。こ らの手続は、従前の制度と同様である。それに対し、 改正された制度 よれば、 単位弁護士会の における調査 結果 「懲
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戒不相当」の判断がされた場合、懲戒請求者は、日弁連綱紀委員会、さらに日弁連綱紀審査会に異議を申し立てることができることになった。綱紀手続において三審制ともいうべき制度が導入されたことになる。新たに作られた日弁連綱紀審査会は、日弁連に設置された機関であるが、弁護士を一人も とせず、全委員が、弁護士でない学識経験者により構成され 機関である。第二
　
単位弁護士会の綱紀委員会において、従来、議決権のない参与員であった外部委員
（裁判官、検察官、学識経験者）
は議決権を有する委員となり 綱紀委員の内三人以上が外部委員となった。弁護士法に基づき設置されることになった日弁連綱紀委員会の の構成も外部 が三人以上と定められた。新たに設置されるこ となった日弁連綱紀審査会は、定員が一一人とされ、全委員が弁護士、裁判官、検察官になっ ことのない学識経験者により構成とと定められた。弁護士でない多く を 対する綱紀・懲戒手続に参加させることにより、制度の透明化、迅速化、実効化を かろうとしたものである。第三
　
懲戒請求がされた後、弁護士会が懲戒の手続に付し
（綱紀委員会に事案の調査をさせ）
たとき、懲戒手続に付さ
れた弁護士はその手続が終了するまで登録換又は登録取消の請求をすることができないことが弁護士法において明確にさ
（法五八条二項、六二条一項）
。
第四
　
弁護士の懲戒を請求した者
（懲戒請求者）
は、弁護士会が対象弁護士を懲戒しない旨の決定をしたときは、六〇
日以内に異議の申出をすることができること
（法六四条）
、日弁連が懲戒請求者からの異議の申出を棄却又は却下した
ときは、三〇日以内に綱紀審査の申出をす ができること
（法六四条の二及び六四条の三）
が定められた
）（
（
。
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二
　
弁護士の懲戒制度の特殊性と普遍性
平成一五年の弁護士法改正により弁護士懲戒制度の改革が行われた意義を検討する前に、日本における弁護士の懲
戒制度、そして、その前提となる日本の弁護士制度を概観しなければならない。
懲戒は、一般に、 「懲らしめ、戒めること」をいう。 「特定の身分や資格を有する者が関係法令に違反する行為や信
用を失墜する行為を行った場合に、これに対する制裁として、任命権者、監督機関等により科されることになっているもの
（国公八二、地公二九、弁護五七、会計士二九）
などがある
）（
（
。 」
弁護士に対する懲戒については、弁護士及び弁護士法人が「この法律
（注
　
弁護士法）
又は所属弁護士会若しくは日
本弁護士連合会の会則に違反し、所属弁護士会の秩序又は信用を害し、その他職務の内外を問わずその品位を失うべき非行があったとき」 、 「懲戒は その所属弁護士会がこれを行う。 」
（法五六条一項、二項）
とされている。
弁護士に対する懲戒は、 「一
　
戒告、二
　
二年以内の業務の停止、三
　
退会命令、四
　
除名」の四種である
（法五七
条一項）
。業務停止の懲戒処分を受けると その期間、弁護士としての職務を行うことができず、退会命令、除名の処
分を受けると弁護士登録が抹消され、弁護士としての職務を行うことはできない。 「除名」だけでなく、各単位弁護士会から「退会」を命じられたとき、弁護士登録は抹消され、弁護士でなくなる。懲戒処分がされた結果、弁護士としての職務 行うこ 禁ずる効果を有する「除名」 「退会命令」は、 「弁護士となる資格」を奪うものでは いこと、 「退会命令」は弁護士登録をする日弁連ではなく、各単位弁護士会が当該 に退会 命ずることにより日
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弁連の弁護士名簿の登録が抹消されるという形をとるものであることが日本の弁護士制度
（懲戒制度）
を特徴づけて
いる。
三
　
弁護士となる資格と弁護士となることの違い
日本の弁護士制度において、弁護士名簿に登録された者が弁護士であり
（法八条）
、弁護士名簿から登録を抹消され
た者は、弁護士ではな 。弁護士となるためには、法五条などの例外を除けば、司法試験に合格することが第一の関門となる。司法試験は、法務省が実施し、その合否を決定する。司法試験合格者は そ 後、司法修習生となり、修習を終えると「弁護士となる資格を有する」ことになる
（法四条）
。第二の関門である。司法修習生を統轄し、修習生
の合格・不合格を判定するのは最高裁判所の下にある司法研修所であり
（最高裁判所規則「司法修習生に関する規則」 ）
、
最高裁判所により、 「司法修習生の修習を終えた」ことが認定される。司法修習を終えた者は、入会しようとする弁護士会を経て日本弁護士連合会に登録の請求をし
（法九条）
、 日本弁護士連合会に備えた弁護士名簿に登録されたとき、
弁護士となる
（法八条）
。弁護士登録が申請されたときは、各単位弁護士会に設置された資格審査会が審査し、 「登録
の請求
（を進達すること）
……それらの進達を拒絶すること」を議決し、弁護士名簿に登録するかどうかの判断がされ
る。その議決に基づき、日弁連は登録請求を拒絶することがあ
（法一五条）
。第三の関門である。
「弁護士となる資格」の付与と弁護士登録により「弁護士となる」ことがこのように厳格に区別されているのは、第二次大戦終結後、日本の司法制度が抜本的に変革されたことに起因 ている。
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日本国憲法は昭和二二年五月三日に施行され、憲法七七条一項は、 「最高裁判所は、訴訟に関する手続、弁護士、
裁判所の内部規律及び司法事務処理に関する事項について、規則を定める権限を有する。 」と定めている。司法権の独立を徹底したものとするため、日本国憲法の施行と同時に現行裁判所法が施行された。司法を担う法曹として裁判官
（判事、判事補）
、検察官
（検事）
、弁護士を位置づけ、最高裁判所が法曹の資格を付与することとした。司法修習生
に関する規則
（最高裁判所規則一五号）
は、昭和二三年八月に施行され、司法修習生となるための前提
（司法試験合格）
を定めた現行の司法試験法
（昭和二四年五月三一日施行）
よりも前に司法修習の制度が始まった。いわゆる「統一修習」
と呼ばれる制度であり、法曹となるためには 修習を修了することが必須であり、原則として司法修習を修了したものだけが、判事補、検事 弁護士のいずれかになることができる制度であり、司法修習制度の性格は、今日まで基本的に変化していない。司法修習の修了こそが「法曹となる資格」を付与するものであった。
法曹の一員としての「弁護士となる資格」を有する者が弁護士となって職務を おうとするとき、その者を弁護士
として登録させ迎え入れるかそれを拒絶するかは、日弁連と各単位弁護士会の判断に委ねられることとなった。紙数が限られ いるので割愛するが、最高裁判所で罷免された判事や不祥事により退官した判事、検事
（いずれも弁護士と
なる資格を有する者）
について弁護士会が登録を拒絶する例も見られる。
弁護士登録をした者
（弁護士）
の登録を取消す事由は、法一七条一号から四号までに規定されている。弁護士の欠
格事由
（七条）
に規定される「禁固以上の刑に処せられた者」 、 「成年被後見人又は補佐人」などは、弁護士以外の様々
な資 や地位に関する欠格事由として掲げら ものであり、弁護士の登録を取消 事由ともなる。これら一般的な欠格事由の他に、懲戒処分との関係で、 「弁護士について退会命令、除名または第一三条の規定によ 登録取消が確
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定したとき。 」
（法一七条三号）
が登録取消の事由となっている
）（
（
。
四
　
弁護士に対する懲戒事由
弁護士に対する懲戒の事由として法五六条一項に規定されているのは、①この法律
（弁護士法）
に違反したとき、
②所属弁護士会又は日弁連の会則に違反したとき、③所属弁護士会の秩序又は信用を害したとき、④その他職務の内外を問わずその品位を失うべき非行があったとき、である。四種の懲戒事由の解釈についてはいくつかの説がある。実質的な基準となるのは③の「 護士 の秩序又は信用を害したとき」と④ 「職務の内外 問わずその品位を失うべき非行があった き」である。③は、 「当該弁護士が弁護士会の秩序・信用を害する行為をし、弁護士会の秩序、信用が現に害されたこ 」 が必要であろうから現実 発生する懲戒事案において適用される場面は限られる。 したがって、大多数の案件においては、弁護士に「職務の内外を問わずその品位を失うべ 非行があった」ことが懲戒処分の可否を決する事由となる。
弁護士にいかなる非行があったことをもって懲戒事由とし、弁護士会が懲戒処分をするのかは、現在 弁護士法が
制定されて以来 様々な事例で懲戒処分がされ、またそれを巡り議論されてきた。 由 該当するかどうかを判断する基準とされたのは、会費納入義務の懈怠
（日弁連会則九七条）
の外は、法第四章
（弁護士の権利義務）
の一一箇条
の規定
（二〇条から三〇条まで）
、 「弁護士倫理」の規定
（平成二年、日弁連総会決議
　
六一箇条）
などであった。
懲戒事由については、平成一五年法改正において直接に改正の対象とはされなかった。司法制度改革審議会の意見
七二二
書の提言を受け、日弁連は、綱紀・懲戒手続に関する会則・会規の改正を行った外、平成一六年一一月、それまでの「弁護士倫理」を廃止し、会規として「弁護士職務基本規程」
（八二箇条）
を制定し
た
）（
（
。弁護士職務基本規程において、
日弁連は、弁護士の職域が広がり、多様な場面でその職業倫理が問われる状況において、弁護士の職業倫理を明確にし、同時に、日々行われる職務において可能 限り明確な行為規範を打ち立てようとした
）（
（
。
弁護士職務基本規程において、行為規範となる部分は、 「職務の内外を問わずその品位を失うべき非行」に該当す
るかどうかを判断する基準ともな ものであ 懲戒事由に該当するかどうかを判別するための基準
（いわば、懲戒事
由の構成要件）
となるのではないかという意見もあった。弁護士職務基本規程において規定された条項は、行為規範
として明確なものもある一方で 倫理の理念、努力目標を抽象的に定めた条項も少なくない。各条項の性格の違い、行為規範としての濃淡はあ ものの、弁護士職務基本規程に定められた内容は弁護士の職務上の規範として形成され、 弁護士の職務行為において「品位を失うべき非行」 あったか否かを判断 上での規範群を形成している。
法五六条一項に定められた懲戒事由の内、弁護士の職務上の行為に関す 懲戒の事由については、近年、日弁連に
おいて、弁護士職務基本 程の外いくつかの規程が制定されている点を考慮する必要がある。 「弁護士の報酬に関する規程」
（平成一六年
　
会規第六八号）
、 「依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に関する規程」
（平成二四年
　
会規
第九五号）
、 「預り金等の取扱いに関する規程」
（平成二五年
　
会規第九七号）
など。これらの規程では、弁護士と依頼者
との関係、特に金銭の取扱いに関し、弁護士として遵守すべき職務行為の明確化 指向されている。これら 規程の条項の中にも 弁護士に対する懲戒事由を判断する上での規範が存在する。
今日、弁護士の職務上の行為規範をさらに明確にしていくことが課題となっている。弁護士の職務の適正さ・透明
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性を確保するための制度・運用改善の取り組みがされるなかで、弁護士の職務上のルールを各場面に応じて具体的なものとして明らかにしていくことが求められている。そ は、同時に、弁護士にとって何が品位を失うべき非行にあたるか、何が弁護士に対する懲戒事由にあたるかを明確にしていくことでもある。
五
　
弁護士の職務上の金銭の取扱いに関し、行為規範を明確にしていく課題
㈠
　
弁護士報酬・預り金等を巡る金銭問題の発生弁護士の職務行為において生じ 様々な問題のうち、顕著な形で現れるのは、弁護士の職務上取り扱われる金
銭の問題である。弁護士と事件の相手方、弁護士と裁判所などの関係においても金銭上の問題が発生することはあるが、金銭上の問題の多くは、弁護士と依頼者との間で発生する。
弁護士と依頼者との関係で生ずる金銭のやりとりは、事件の受任に伴い依頼者から弁護士が受け取る着手金、
事件終了時に受け取る成功報酬金、日当 手数料などの「弁護士報酬」が中心となる。その他、弁護士が事件処理の過程で事件処理の実費に充てるため依頼者から預かる「預り金」 、弁護士が依頼者などの財産を管理する場合に弁護士が受領し管 する「預り金」 、相手方から 支払を弁護士が代理受領したこ による「預り 」などがある。多額の金銭を預かり 保管・管理する場合において、問題が発生し、預り金の使途に関す 弁護士の義務違反、預り金 不返還 めぐ 深刻な事態を招く例もある。弁護士に対する懲戒請求にとどまらず、横領事件などの刑事事件として取り上げられることも少なくない。
七二四
㈡
　
弁護士報酬に関する弁護士会の規律弁護士報酬について、かつては、各弁護士会が定める「弁護士の報酬に関する標準を示す規定」に基づき、弁
護士・依頼者間の弁護士報酬が定められるものとさ
れ
）（
（
、弁護士報酬は、弁護士会の会則に定める範囲内において
当事者間の合意により決定するものとされていた。当事者間に明確な合意が存在しない場合、弁護士は、弁護士会の定める基準にしたがって依頼者に対し弁護士報酬を請求できるものと、弁護士会にお て扱われていた。
日弁連の「報酬等基準規程」 お は、 士が依頼者から受領す 弁護士報酬について、四六箇条にのぼ
る詳細な規定が定められてい 。弁護士が取り扱う事件において、争いの対象と る事実を金銭的に評価し、それに応じた弁護士報酬の額とすることが要求された。また、訴訟、調停、破産申立、示談交渉、契約締結交渉など弁護士が行う手続に応じ、弁護士が事件受任時に受け取る着手金、事件終了時に受け取る報酬金 遠方に出張した際の日当などは、でき得る限り精緻に、その場面・金額が定められて た。
日弁連の報酬等基準規程は、弁護士間の公正な競争を阻害する価格協定にあたるものと公正取引委員会から指
摘され、廃止される 至っ 。代わりに制定された「弁護士の報酬に関する規程」においては、弁護士と依頼者との間の委任契約を必ず書面で交わすこと、各 の報酬基準をその法律事務所に備え置くことなどが定められた。弁護士の報酬は、 「経済的利益 事案の難易、時間及び労力そ 他 事情に照 し 適正かつ妥当なものでなければならない。 」
（同規程二条）
と定められた
）（
（
。
七二五
弁護士懲戒制度に関する一考察（藤井）
㈢
　
弁護士報酬問題をめぐる今日の状況その後、一〇年間を経過し、弁護士と依頼者との間に書面による委任契約が交わされることは当たり前のこと
となった。委任契約を交わさず弁護士から依頼者に報酬請求をすることは、委任契約書を交わすことが困難な場合を除き、原則としてできないことになった。
他方、各弁護士がその事務所に備え置くべき弁護士の報酬基準は、報酬額を算定する計算式の立て方により、
紛争の実態、係争利益の額に比して高額になるものが見られるようになった。弁護士が最初に受け取る着手金を無料又は極めて低額にする代わりに高額の弁護士報酬を受領する例、裁判の期日や手続ごとに多額の日当 支払う約束をし、事件の実態 比して多額の報酬を日当の名目で請求 も後を絶たない。依頼者と弁護士との間の紛争事例が増加し、弁護士会の紛議調停で 巡り争われる事件、弁護士から依頼者あてに報酬請求の訴訟を提起する事件は増加していると見られる。弁護士・依頼者間の弁護士報酬に関 不適切な合意、不明確な合意に基づき著しく不相当な弁護士報酬を取り立てる事例が増加していくことは、弁護士全体に対する社会的な信頼を失 ほどの危険をはらんでいる。
㈣
　
依頼者からの預り金を巡る問題事例の発生弁護士が依頼者から預かった多額の預り金を弁護士の都合により費消してしまう例、成年後見において後見人
となった弁護士が被後見人の財産を費消してしまう例、依頼者の同意なく依頼者からの預り金から多額の弁護士報酬を差し引き、費消する例が後を絶たない。刑事事件に発展し弁護士が逮捕・処罰された例も数件にとどまら
七二六
ない。預り金等の取扱いに関する規程の制定により預り金の管理方法の規制がされるようになったが、問題の抜本的 解決に至っていない。
㈤
　
弁護士の職務行為において金銭を取り扱う場合における規律を具体化する課題弁護士が依頼者から受任した事件において、弁護士が行うべきことは多岐にのぼる。事件受任時には、依頼者
の本人確認、依頼者と交わす委任契約の内容の説明と合意、依頼者から受領する弁護士報酬
（着手金・報酬金・日
当など）
の算定基準・金額の説明と合意、委任状の授受、その後の手続の流れ・事件の見通しに関する説明、着
手金・預り金の受領などが必要となる。それらを適切に行う上で必要となる事項は多々ある。
個々の事件の特殊性と受任の仕方の多様性を考慮し、弁護士が事件受任を適切に行うことを担保す 弁護士の
行為規範として、弁護士報酬・預り金に関す 基準を明確にすること、その内容を委任契約書に反映させること、着手金なしで事件活動を開始することの制限、着手金・報酬金の定め方に関する基準を立て、その枠内において合意することなどが必要となってい 。弁護士報酬・預り金の面を中心に、具体的に弁護士の行為規範を立て、その内容を明確 もの 、依頼者にとっても弁護士にとっても分かりやす ものとしていくことは 今日、喫緊の課題となっている。
弁護士報酬に関する行為規範は、弁護士報酬の料率
（係争利益に対する割合）
、時間単価とその業務に関し見積
もられた時間数、確定額の場合はその具体的 金額 根拠について 弁護士から依頼者 対する説明の方式 明確な形で定立することが必要とな また、弁護士報酬について両者の意見が一致しない場合、依頼者・弁護士
七二七
弁護士懲戒制度に関する一考察（藤井）
いずれからも「あっせん」 「裁定」を求め、それに対応できる機関を確立することが必要である
（現在は弁護士会
の紛議調停委員会などがその問題に対応している。 ）
。
預り金に関する行為規範は、預り金の収支の状況、現在高、管理方法の内容を依頼者に報告すること、預り金
の保管方法を明らかにすることなどとともに、多額の預り金の返還を担保する方法を明確にすること、弁護士が預り金を返還できなくなった場合における依頼者保護の制度をつくることが必要である。
（
（） 
司法制度改革審議会は、平成一一年七月、内閣の下に設置され、佐藤幸治京都大学名誉教授を会長とする一三人の委員に
より構成され、平成一三年六月一二日、最終意見書（副題は「二一世紀 日本を支える司法制度」 ）を決定した。
（
（） 
平成一五年の弁護士法一部改正については、 「日弁連六十年」 （日本弁護士連合会）一六七頁以下（藤井
　
篤）に概要が記
されている。
（
（） 「法律用語辞典」 （有斐閣
　
法令用語研究会編）
（
（） 
資格と名簿への登録を区別し、資格を有する者からの請求により名簿への登録をすることにより業務を行うことのできる
身分を与えるという制度は、司法書士についても見られる。司法書士に対し、法務局長（地方法務局長）が業務禁止の処分をし、その処分の日から三年を経過しない者について、日本司法書士連合会は、登録を取り消さなければならないとされている（司法書士法五条、一五条、四七条） 。
これに対し、免許制度により業務をする者（たとえば建築士）については、 「一級建築士になろうとする者は国土交通大
臣の免許を受けなければならな 。 」 （建築士法四条一項）とされ、免許を受けた者 当然に建築士名簿に登録され（同法五条） 、名簿に登録された者は一級建築士の業務を行うことができる。免許の欠格事由の中には国土交通大臣等 よる懲戒により免許を取消された場合が含まれており（同法七条、一〇条） 、免許が取消されると名簿 登録も抹消されることにな 。この場合、名簿への登録は免許の取得により当然になされ また、一般の閲覧に供す ことが主 る目的となっており、建築士の名簿への登録は独立した法的効果を生じさせていない。
七二八
（
（） 
司法制度改革審議会意見書において、 「弁護士会は、弁護士への社会のニーズの変化等に対応し、弁護士倫理の徹底・向上
を図るため、その自律的権能を厳正に行使するとともに、弁護士倫理の在り方につき、その一層の整備等を行うべきである。 」（八四頁）とされたことを受け、日弁連は、 「綱紀委員会及び綱紀手続に関する規程」 、 「綱紀審査会及び綱紀審査手続に関する規程」 、 「懲戒委員会及び懲戒手続に関する規程」 、 「懲戒処分の公告及び公表等に関する規程」 、 「弁護士の報酬に関する規程」 、「弁護士職務基本規程」などを制定、施行した。各単位弁護士会も日弁連の弁護士倫理に関係する制度整備の状況に応じ、会則、会規の大規模な改正を行った。
（
（） 
弁護士職務基本規程は、その前文において、弁護士は、基本的人権の擁護と社会正義の実現を使命とし、その使命を達成
するために職務の自由と独立が要請され、高度の自治が保障されている。弁護士は、その使命を自覚し、自らの行動を規律する社会的責任を負うのであり、弁護士の職務に関する倫理と行為規範を明らか するため弁護士職務基本規程を制定したことを謳っている。
（
（） 
平成一六年四月一日、法改正により削除される前の法三三条二項八号。
（
（） 
日弁連の「報酬等基準規程」は数次にわたり改正され、 最後の規程は、 平成七年九月一一日、 規第三八号として制定され、
平成一五年一一月一二日廃止された。この規程に代わるも として、 「弁護士の報酬に関する規程」 （平成一六年二月二六日会規第六八号）が制定され 。廃止及び施行は、平成一六年四月一日。
（弁護士）
